
 
 

 

平成２２年９月３０日 
各 位 

日本トラスティ・サービス信託銀行 
 
  当社におきましては、平成２２年１０月１日付にて下記のとおり組織改正を行いま

すので、ご通知申し上げます。 

 
記 

 
 

 
１． 組織改正の概要 
 
① 平成 22 年 10 月 1 日付けの日本トラスティ情報システム株式会社（以下、「JTIS」）との合併に

あたり、『業務開発部』と JTIS の IT 関連部門を統合し『IT 事業グループ』を新設し、同グル

ープ内に、機能別に「IT 企画」「業務開発」「開発推進」「IT 技術・運用」の４つのユニットを

設置し、IT 関連各部を配置いたします。 
 
【改正の目的】 
資産管理ビジネスの拡大を共通目標に、両社は従来からガバナンス面で連携を図ってまいりま

したが、合併によりさらなる IT ガバナンス強化およびシステム開発・運用の効率化を図るもの

です。 
 
 

② 『業務推進部』内の『受託カスタマーサービスチーム』を同部内の『公的資産管理グループ』

に統合し、『受託カスタマーグループ』に名称変更いたします。 
 
【改正の目的】 
業務推進部内で類似のレポーティング業務を担う『公的資産管理グループ』と『受託カスタマ

ーサービスチーム』の２つの組織を統合することでシナジー効果を高め、より堅確な業務運営

とお客様のご要望への対応力強化を図るものです。 
 
 
２． 組織図（新旧対照表） 

 
別紙をご参照下さい。 
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＜新組織図＞ 


